令和２年度　権利擁護・虐待防止委員会の取り組みについて

　権利擁護・虐待防止委員会は、平成２４年に施行された「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」を受けて、平成２６年度から委員会として活動を行っています。
　今年度はコロナの影響で、会議等“密”を避けての活動が余儀なくされました。そこで、法人でWEB会議システムを導入し、権利擁護・虐待防止委員会でもリモートでの会議を中心に委員会活動に取り組みました。
各事業所から委員を選出し、まず職員チェックリストを実施しました。今年度は法人内研修がどうしても密になることから、各事業所にて職員チェックリストの結果を基に分析・考察を行い、問題点や改善点を協議しました。自分の支援を振り返り、職員同士で協議をすることは、虐待防止への意識を高め、支援技術の向上にもつながります。
　また、利用者満足度調査では、今後の改善に向けたデータ収集を行い、前年度のデータと比較することで、改善できたところ改善の必要があるところを整理し、利用者の満足度を上げよりよい支援につながるように活用しています。
事業所の満足度調査を項目別に見ていくと、職員・利用者自身・施設すべての項目で満足と回答した割合が７０％を超えており、概ね満足度が高いのではないかと考えられる結果となりました。しかし、「工賃」の項目については、約５０％しか満足と回答していなかった為、今後も工賃向上が課題になっていくものと思われます。自由記述についてはコロナに関連するものが多く、行事関連や職員へ労いの言葉が多く見られました。また、「グループホーム新設希望」「時間短縮を通常に戻してほしい」等の意見も記載してあり、コロナ禍でもできることを検討・改善していく必要があります。
施設・グループホームの満足度調査を項目別に見ていくと、職員・利用者自身・施設すべての項目で満足と回答した割合は７１％と、概ね満足度が高いのではないかと考えられる結果となりました。
　しかし、細かな配慮に関しての質問については結果が分かれる回答でした。職員の細かなマナーの見直しや利用者個々にあった説明方法の見直し等課題解決に向けて取り組んでいきます。また、コロナ感染拡大防止に向けて、行事や帰省・外出等の自粛の影響も結果に反映されていると思われます。
事業所・入所施設・グループホームとコロナ禍での取り組みを模索した一年ではありましたが、今後も状況を見ながら利用者の満足につながるよりよい支援へ向けて、アンケートを活用していきます。
